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（ 目  的 ）  

第 １ 条  こ の 要 領 は 、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第 １ ６ ７

条 の １ ０ 第 １ 項 （ 同 第 １ ６ ７ 条 の １ ３ に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 及 び 茨

城 県 財 務 規 則（平成５年茨城県規則第１５号）） 第 １ ４ ７ 条 第 ２ 項 の 規 定 に

基 づ き 、 土 木 部 が 行 う 建 設 工 事 に 係 る 測 量 業 務 、 土 木 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト

業 務 、 建 築 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 、 地 質 調 査 業 務 及 び 補 償 関 係 コ ン サ ル

タ ン ト 業 務 （ 以 下 「 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 」 と い う 。 ） の 委 託 に お い て 、 申

込 み に 係 る 価 格 に よ っ て は 、 そ の 者 に よ り 当 該 契 約 の 内 容 に 適 合 し た 履 行 が さ

れ な い お そ れ が あ る と 認 め ら れ る 場 合 の 基 準 及 び そ の 他 手 続 き を 定 め る 。  

 

（ 対 象 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 ）  

第 ２ 条   本 制 度 を 適 用 す る の は 、 土 木 部 が 競 争 入 札 に よ り 発 注 す る １ 件 の 委 託 に

付 す る 額 が ３ ， ０ ０ ０ 万 円 以 上 の 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 及 び 総 合 評 価 方 式 を

適 用 す る 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 と す る 。  

 

（ 調 査 基 準 価 格 の 設 定 ）  

第 ３ 条  相 手 方 と な る べ き 者 の 申 し 込 み に 係 る 価 格 に よ っ て は 、 そ の 者 に よ り 当

該 契 約 の 内 容 に 適 合 し た 履 行 が さ れ な い こ と と な る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る

場 合 の 基 準 は 、 そ の 者 の 入 札 金 額 （ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 を 含 む 額 ） が 、 本 条

各 号 に よ り 契 約 ご と に 算 定 し た 割 合 を 予 定 価 格 (消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 を 除 く

額 )に 乗 じ て 得 た 額 （ た だ し 、 そ の 割 合 が １ ０ 分 の ６ （ 地 質 調 査 業 務 に あ っ て

は ３ 分 の ２ ） の 場 合 に あ っ て は １ 万 円 未 満 を 切 上 げ と し 、 そ れ 以 外 の 場 合 に あ

っ て は １ 万 円 未 満 を 切 捨 て と す る 。 ） に １ ０ ０ 分 の １ １ ０ を 乗 じ て 得 た 額 （ 以

下 「 調 査 基 準 価 格 」 と い う 。 ） を 下 回 っ た 場 合 と す る 。  

（ １ ） 予 定 価 格 算 出 の 基 礎 と な っ た 次 に 掲 げ る 額 の 合 計 （ 1 万 円 未 満 切 り 捨 て ）

に 、 １ ０ ０ 分 の １ １ ０ を 乗 じ て 得 た 額 を 予 定 価 格 で 除 し て 得 た 割 合 と す る 。 た

だ し 、 測 量 業 務 に あ っ て は そ の 割 合 が １ ０ 分 の ８ ． ２ を 超 え る 場 合 に あ っ て は

１ ０ 分 の ８ ． ２ 、 １ ０ 分 の ６ に 満 た な い 場 合 に あ っ て は １ ０ 分 の ６ と し 、 土 木

関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 、 建 築 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 及 び 補 償 コ ン サ ル

タ ン ト 業 務 に あ っ て は そ の 割 合 が １ ０ 分 の ８ ． １ を 超 え る 場 合 に あ っ て は １ ０

分 の ８ ． １ 、 １ ０ 分 の ６ に 満 た な い 場 合 に あ っ て は １ ０ 分 の ６ と し 、 地 質 調 査

業 務 に あ っ て は そ の 割 合 が １ ０ 分 の ８ ． ５ を 超 え る 場 合 に あ っ て は １ ０ 分 の

８ ． ５ 、 ３ 分 の ２ に 満 た な い 場 合 に あ っ て は ３ 分 の ２ と す る 。  

① 測 量 業 務  

イ  直 接 測 量 費 の 額  



ロ  測 量 調 査 費 の 額  

ハ  諸 経 費 に １ ０ 分 の ５ を 乗 じ て 得 た 額  

② 土 木 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務  

イ  直 接 人 件 費 の 額  

ロ  直 接 経 費 の 額  

ハ  そ の 他 原 価 の 額 に １ ０ 分 の ９ を 乗 じ て 得 た 額  

二  一 般 管 理 費 等 の 額 に １ ０ 分 の ５ を 乗 じ て 得 た 額  

③ 建 築 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務  

イ  直 接 人 件 費 の 額  

ロ  特 別 経 費 の 額  

ハ  技 術 料 等 経 費 の 額 に １ ０ 分 の ６ を 乗 じ て 得 た 額  

二  諸 経 費 の 額 に １ ０ 分 の ６ を 乗 じ て 得 た 額  

④ 地 質 調 査 業 務  

イ  直 接 調 査 費 の 額  

ロ  間 接 調 査 費 の 額 に １ ０ 分 の ９ を 乗 じ て 得 た 額  

ハ  解 析 等 調 査 業 務 費 の 額 に １ ０ 分 の ８ ． ０ を 乗 じ て 得 た 額  

ニ  諸 経 費 の 額 に １ ０ 分 の ５ を 乗 じ て 得 た 額  

⑤ 補 償 関 係 コ ン サ ル タ ン ト 業 務  

イ  直 接 人 件 費 の 額  

ロ  直 接 経 費 の 額  

ハ  そ の 他 原 価 の 額 に １ ０ 分 の ９ を 乗 じ て 得 た 額  

ニ  一 般 管 理 費 等 の 額 に １ ０ 分 の ５ を 乗 じ て 得 た 額  

（ ２ ） 特 別 な も の に つ い て は 、 前 号 の 算 定 方 法 に か か わ ら ず 測 量 業 務 に あ っ て は

１ ０ 分 の ６ か ら １ ０ 分 の ８ ． ２ ま で 、 土 木 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 、 建 築

関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 及 び 補 償 関 係 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 に あ っ て は １ ０

分 の ６ か ら １ ０ 分 の ８ ． １ ま で 、 地 質 調 査 業 務 に あ っ て は ３ 分 の ２ か ら １ ０ 分

の ８ ． ５ ま で の 範 囲 内 で 適 宜 の 割 合 と す る 。  

 

（ 予 定 価 格 表 へ の 記 載 ）  

第 ４ 条  前 条 に よ り 調 査 基 準 価 格 を 確 定 し 、 具 体 的 金 額 を 、 茨 城 県 建 設 工 事 施 工

等 の 手 続 及 び 監 督 規 程 （ 平 成 ８ 年 茨 城 県 訓 令 第 ２ ３ 号 。 以 下 「 監 督 規 程 」 と い

う 。 ） に 基 づ く 予 定 価 格 表 の 「 調 査 基 準 価 格 」 の 欄 に 記 載 し 、 さ ら に 、 当 該 調

査 基 準 価 格 に １ １ ０ 分 の １ ０ ０ を 乗 じ て 得 た 金 額 を 「 入 札 書 比 較 価 格 」 の 欄 に

記 載 す る 。  

 

（ 入 札 参 加 者 へ の 周 知 ）  

第 ５ 条  本 制 度 の 円 滑 な 運 用 を 図 る た め 、 入 札 価 格 に よ っ て は 最 低 価 格 入 札 者

（ 総 合 評 価 適 用 業 務 に 関 す る 入 札 に お い て は 、 最 高 評 価 値 と な っ た 入 札 者 ） で

あ っ て も 必 ず し も 落 札 者 と な ら な い 場 合 が あ る 旨 、 周 知 さ せ る も の と す る 。  

 

（ 入 札 の 執 行 ）  

第 ６ 条  入 札 の 結 果 、 い ず れ か の 入 札 者 （ 総 合 評 価 適 用 業 務 に 関 す る 入 札 に お い

て は 、 最 高 評 価 値 と な っ た 入 札 者 に 限 る 。 ） が 調 査 基 準 価 格 を 下 回 る 入 札 を し

た 者 （ 以 下 「 低 入 札 者 」 と い う 。 ） で あ る 場 合 に は 、 入 札 執 行 者 は 、 全 て の 入

札 者 に 対 し て 「 低 入 札 調 査 基 準 価 格 を 下 回 っ た た め 保 留 」 と 宣 言 し 、 地 方 自 治

法 施 行 令 の 規 定 に よ り 落 札 者 は 後 日 決 定 す る 旨 を 告 げ て 、 入 札 を 保 留 す る 。  

ま た 、 入 札 執 行 者 は 、 監 督 規 程 に 基 づ く 入 札 書 取 書 に 「 低 入 札 調 査 基 準 価 格

を 下 回 っ た た め 保 留 」 と 記 入 す る 。  

 

（ 調 査 の 実 施 ）  

第 ７ 条  入 札 を 執 行 す る 主 管 課 長 又 は 出 先 機 関 の 長 （ 以 下 「 主 管 課 長 等 」 と い

う 。 ） は 、 前 条 の 規 定 に よ り 入 札 を 保 留 と し た と き は 、 低 入 札 者 に 対 し 、 入 札

価 格 に 係 る 調 査 に つ い て （ 様 式 第 １ － １ 号 ） に よ り 、 回 答 書 （ 様 式 第 １ － ２



号 ） 又 は 低 入 札 価 格 調 査 辞 退 届 出 （ 様 式 １ － ３ 号 ） の 提 出 を 求 め る 。  

主 管 課 長 等 は 、 低 入 札 者 か ら 回 答 書 が 提 出 さ れ た と き は 、 次 の ① ～ ⑫ に 掲 げ

る 事 項 に つ い て 、 事 情 聴 取 、 関 係 機 関 へ の 照 会 等 の 方 法 に よ り 調 査 を 行 い 、 低

入 札 価 格 調 査 辞 退 届 出 が 提 出 さ れ た 場 合 又 は 回 答 書 及 び 低 入 札 価 格 調 査 辞 退 届

出 の い ず れ も 提 出 さ れ な か っ た と き は 調 査 を 終 了 す る も の と す る 。 な お 、 低 入

札 者 が 複 数 あ っ た と き は 、 最 低 価 格 入 札 者 （ 総 合 評 価 適 用 業 務 に 関 す る 入 札 に

お い て は 、 最 高 評 価 値 と な っ た 入 札 者 。 ） か ら 順 に 調 査 を 行 う こ と を 基 本 と す

る が 、 必 要 に 応 じ 、 こ れ ら の 低 入 札 者 に 対 し 、 並 行 し て 調 査 を 実 施 す る こ と

（ 以 下 「 並 行 調 査 」 と い う 。 ） が で き る も の と す る 。  

①  そ の 価 格 に よ り 入 札 し た 理 由  

②  入 札 価 格 の 積 算 内 訳 書 と 仕 様 書 の 整 合  

③  会 社 及 び 配 置 予 定 技 術 者 の 手 持 業 務 の 状 況  

④   配 置 予 定 技 術 者 の 保 有 す る 資 格 ・ 経 歴  

⑤  業 務 計 画 の 内 容 及 び そ の 具 体 的 な 実 施 体 制   

⑥   労 務 員 の 具 体 的 供 給 見 通 し  

⑦  業 務 を 再 委 託 す る 場 合 、 そ の 内 容 、 金 額 、 再 委 託 予 定 業 者 名   

⑧  手 持 （ 調 達 ） 測 量 機 材 等 の 状 況   

⑨  過 去 に 受 注 し た 同 種 業 務 の 履 行 実 績  

⑩  経 営 状 況  

⑪  信 用 状 態  

⑫  そ の 他 必 要 な 事 項   

２   前 項 の 規 定 に よ り 提 出 を 求 め る 資 料 (以 下 、 「 各 種 調 査 資 料 」 と い う 。 )に つ

い て は 、 そ の 提 出 後 に お け る 差 し 替 え 又 は 追 加 提 出 は 認 め な い 。 た だ し 、 調 査

の 過 程 に お い て 主 管 課 長 等 が 必 要 と 認 め た 場 合 は 、 原 則 1 回 に 限 り 追 加 資 料 の

提 出 を 認 め る も の と す る 。  

３  主 管 課 長 等 は 、 事 情 聴 取 ま で の 間 に 、 調 査 対 象 者 か ら 提 出 さ れ た 各 種 調 査 資

料 の 内 容 を 精 査 し 、 県 の 積 算 と の 比 較 等 に よ り 疑 問 点 ・ 問 題 点 を 整 理 し 、 事 情

聴 取 項 目 の 整 理 を 行 う も の と す る 。  

４  第 １ 項 に 基 づ く 調 査 の 結 果 、 以 下 の 項 目 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 は 、 当 該

入 札 が 「 契 約 の 内 容 に 適 合 し た 履 行 が さ れ な い お そ れ が あ る と 認 め ら れ る 場

合 」 と 判 断 す る 。  

①   各 種 調 査 資 料 が 一 部 で も 提 出 さ れ な い 場 合 。  

②  積 算 内 訳 書 と 、 各 種 調 査 資 料 の 記 載 内 容 が 整 合 し て い な い 場 合 。  

③  企 業 努 力 に 基 づ く 適 正 な 見 積 に 基 づ く 公 正 な 価 格 競 争 の 結 果 で な い と 認

め ら れ る 場 合 。  

④  業 務 の 手 抜 き 等 に よ る 品 質 の 低 下 、 再 委 託 業 者 へ の し わ 寄 せ 、 労 働 条 件

の 悪 化 、 安 全 対 策 の 不 徹 底 に つ な が る 恐 れ が あ る と 認 め ら れ る 場 合 。  

⑤  入 札 金 額 の 積 算 に 係 る 数 量 が 、 設 計 数 量 を 満 た し て い な い 場 合 。  

⑥  配 置 予 定 の 技 術 者 が 、 県 の 仕 様 書 等 に 示 し た 必 要 な 資 格 を 満 た し て い な

い 場 合 。  

⑦  機 材 に つ い て 、 発 注 者 の 示 し た 設 計 仕 様 等 に 適 合 し た 品 質 ・ 規 格 を 満 足

し て い な い 場 合 。  

⑧  関 係 法 令 、 仕 様 書 等 に 違 反 す る 事 項 が あ る と 認 め ら れ る 場 合 。  

⑨  調 査 に お い て 、 発 注 者 に 対 す る 合 理 的 な 説 明 が な さ れ な い 場 合 。  

⑩  発 注 者 が 求 め る す べ て の 資 料 が 、 一 部 で も 提 出 （ 提 示 ） さ れ な い 場 合 。  

 

（ 調 査 後 の 措 置 ）  

第 ８ 条  主 管 課 長 等 は 、 前 条 の 調 査 を 実 施 し た と き は 、 調 査 結 果 に つ い て 、 別 に

定 め る 低 入 札 価 格 審 査 委 員 会 （ 以 下 「 審 査 委 員 会 」 と い う 。 ） に 対 し 、 「 低 入

札 価 格 審 査 委 員 会 で の 審 査 に つ い て 」 （ 様 式 第 ６ 号 ） に 「 低 入 札 価 格 調 査 表 」

（ 様 式 第 ３ 号 ） 及 び そ の 他 審 査 に 必 要 な 資 料 を 付 し て 、 審 査 を 求 め る も の と す

る 。  

２  主 管 課 長 等 は 、 前 項 の 審 査 委 員 会 の 審 査 を 経 て 、 別 に 定 め る 入 札 委 員 会 （ 以



「 入 札 委 員 会 」 と い う 。 ） に 対 し 、 「 低 入 札 価 格 調 査 対 象 業 者 （ 非 ） 落 札 決 定

伺 い 」 （ 様 式 第 ２ 号 ま た は ８ 号 ） に 「 低 入 札 価 格 調 査 表 」 （ 様 式 第 ３ 号 ） 及 び

「 低 入 札 価 格 審 査 委 員 会 で の 審 査 結 果 に つ い て 」 （ 様 式 第 ７ 号 ） 及 び そ の 他 審

査 に 必 要 な 資 料 を 付 し て 、 審 査 を 求 め る も の と す る 。  

３  審 査 委 員 会 は 、 第 １ 項 の 審 査 の 結 果 に つ い て 、 「 低 入 札 価 格 審 査 委 員 会 で の

審 査 結 果 に つ い て 」 （ 様 式 第 ７ 号 ） に よ り 、 入 札 委 員 会 に 対 し 意 見 を 表 示 す る

も の と す る 。  

４  主 管 課 長 等 は 、 審 査 委 員 会 及 び 入 札 委 員 会 （ 以 下 「 入 札 委 員 会 等 」 と い

う 。 ） の 審 査 結 果 を 踏 ま え 、 落 札 者 を 決 定 す る も の と す る 。  

５  主 管 課 長 等 は 、 入 札 委 員 会 等 の 審 査 結 果 に よ り 、 調 査 を 行 っ た 者 を 落 札 者 と

し な か っ た 場 合 は 、 そ の 者 に 対 し 「 入 札 結 果 通 知 書 」 （ 様 式 第 １ １ 号 ） を 通 知

す る こ と す る 。  

な お 、 次 順 位 者 が 予 定 価 格 の 制 限 の 範 囲 内 の 価 格 か つ 調 査 基 準 価 格 を 下 回 ら

な い 価 格 を も っ て 申 込 を し て い る 場 合 は そ の 者 を 落 札 者 と す る が 、 次 順 位 者 が

調 査 基 準 価 格 を 下 回 る 入 札 者 で あ っ た 場 合 に は 、 前 条 以 降 と 同 様 の 手 続 き に よ

る こ と と し 、 次 順 位 者 に 対 し 「 入 札 価 格 に 係 る 調 査 に つ い て 」 （ 様 式 第 ９ 号 ）

に よ り 通 知 し 、 前 条 の 調 査 を 行 う も の と す る 。 た だ し 、 並 行 調 査 を 行 う 場 合 を

除 く 。  

６  主 管 課 長 等 は 、 落 札 者 を 決 定 し た と き は 、 落 札 者 に 対 し 「 入 札 結 果 通 知 書 」

（ 様 式 第 ４ 号 ） に よ り 落 札 者 と な っ た 旨 を 通 知 す る と と も に 、 そ の 他 の 入 札 者

に 対 し 「 入 札 結 果 通 知 書 」 （ 様 式 第 ５ 号 ） に よ り 通 知 す る も の と す る （ 電 子 入

札 に よ る 場 合 を 除 く 。 ） 。  

な お 、 政 府 調 達 協 定 の 対 象 と な る 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 に あ っ て は 、 茨 城

県 物 品 等 又 は 特 定 役 務 の 調 達 手 続 の 特 例 を 定 め る 規 則 （ 平 成 ７ 年 茨 城 県 規 則 第

９ ８ 号 ） 第 １ ０ 条 の 規 定 に 留 意 す る こ と 。  

７  な お 、 課 ・ 所 入 札 委 員 会 所 掌 の 業 務 に 係 る 調 査 に お い て は 、 審 査 委 員 会 と 入

札 委 員 会 の 構 成 員 が 同 一 で あ る 場 合 、 審 査 委 員 会 に 係 る 手 続 き を 省 略 で き る 。  

８  主 管 課 長 等 は 、 前 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 低 入 札 者 か ら 低 入 札 価 格 調 査 辞 退 届

出 が 提 出 さ れ 調 査 を 終 了 し た と き 、 又 は 回 答 書 及 び 低 入 札 価 格 調 査 辞 退 届 出 の

い ず れ か の 提 出 が な か っ た と き は 、 当 該 低 入 札 者 の 入 札 を 無 効 と す る 。  

 

（ 調 査 結 果 の 公 表 ）  

第 ９ 条  主 管 課 長 等 は 、 落 札 者 を 決 定 し た と き は 、 速 や か に 、 出 先 機 関 又 は 茨 城

県 公 共 事 業 情 報 セ ン タ ー に お い て 閲 覧 に 供 し て い る 入 札 書 取 書 の 写 し に 、 低 入

札 者 の 入 札 の 結 果 を 、 「 落 札 」 、 「 失 格 」 又 は 「 無 効 」 の 区 分 に よ り 記 入 す

る 。  

 

   付  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 １ ７ 年 ６ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

  付  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

付  則  

こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ３ 年 １ ０ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

 付  則  

  こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ４ 年 １ ０ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

  付  則  

こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ６ 年 ２ 月 ２ ０ 日 か ら 適 用 す る 。 た だ し 、 第 ３ 条 に お け る

「 １ ０ ０ 分 の １ ０ ８ 」 、 第 ４ 条 に お け る 「 １ ０ ８ 分 の １ ０ ０ 」 に つ い て 、 消 費 税

及 び 地 方 消 費 税 の 税 率 を ５ ％ と し て 当 初 契 約 す る 業 務 委 託 に お い て は そ れ ぞ れ



「 １ ０ ０ 分 の １ ０ ５ 」 、 「 １ ０ ５ 分 の １ ０ ０ 」 と 読 み 替 え る 。  

 

  付  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ８ 年 ２ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

  付  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

  付  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

  付  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ３ ０ 年 ７ 月 １ ２ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

 

付  則  

こ の 要 領 は 、 令 和 元 年 ７ 月 １ 日 以 降 に 公 告 又 は 指 名 通 知 を 行 う 建 設 コ ン サ ル タ

ン ト 業 務 等 委 託 か ら 適 用 す る 。 た だ し 、 第 ３ 条 に お け る 「 １ ０ ０ 分 の １ １ ０ 」 、

第 ４ 条 に お け る 「 １ １ ０ 分 の １ ０ ０ 」 に つ い て 、 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 税 率 を

８ ％ と し て 当 初 契 約 す る 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 等 委 託 に お い て は そ れ ぞ れ 「 １

０ ０ 分 の １ ０ ８ 」 、 「 １ ０ ８ 分 の １ ０ ０ 」 と 読 み 替 え る 。  

 

  付  則  
こ の 要 領 は 、 令 和 ２ 年 １ 月 ７ 日 以 降 に 執 行 決 議 を 行 う 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務

等 委 託 か ら 適 用 す る 。  
 

付  則  
こ の 要 領 は 、 令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 以 降 に 執 行 決 議 を 行 う 建 設 コ ン サ ル タ ン

ト 業 務 等 委 託 か ら 適 用 す る 。  
 

付  則  
こ の 要 領 は 、 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 以 降 に 公 告 又 は 指 名 通 知 を 行 う 建 設 コ ン

サ ル タ ン ト 業 務 等 委 託 か ら 適 用 す る 。  
 

付  則  
こ の 要 領 は 、 令 和 ６ 年 ５ 月 ２ ０ 日 以 降 に 公 告 又 は 指 名 通 知 を 行 う 建 設 コ

ン サ ル タ ン ト 業 務 等 委 託 か ら 適 用 す る 。  
 

  



様式第１－１号  
第      号  
年  月  日  

 
         殿  
 

茨城県土木部○○課（所）長   印  
 

入札価格に係る調査について  
 

   年  月  日に入札を執行し開札の結果、落札の決定を保留していた○

○○○○業務委託について、貴社の入札した入札価格が、調査基準価格を下回

っていますので、下記により書類を作成し、 年  月  日までに提出して下さ

い。  
 

記  
 
１  提出資料  
 下記（１）、（２）のいずれかの書類を提出して下さい。  
 （１）回答書（様式１－２号）  

次の調査項目の順に回答して下さい。  
①  その価格により入札した理由  
②  当該業務の実施に当たって、貴社がその価格で実施可能であるとして

いることについて、次の観点から回答して下さい。  
ア  会社及び配置予定技術者の手持業務の状況  
イ  配置予定技術者の保有する資格・経歴  
ウ  業務計画の内容及びその具体的な実施体制  
エ   手持（調達）測量機材等の状況  
オ  労務員の具体的供給見通し  
カ   過去に受注した同種業務の履行実績（委託業務名及び発注者名）   
キ  業務を再委託する場合、その内容、金額、再委託予定業者名  
ク  経営状況（過去２年間の決算報告書、取引金融機関名）  

③  その他②以外の特別な理由により、市場価格より低い価格で当該業務

が履行できる理由があれば、その理由を回答して下さい。  
④積算内訳書（見積書）  

貴社の積算内訳書が 県の設計書に対応し ていない場合は、県 の設計書



に対応した内訳書を作成し、提出して下さい。  
また、必要に応じて、再委託業者の見積書の写しを添付して下さい。  

⑤事業報告書等  
貴社 の最 新の 事 業報 告書 の写 し及 び 過去 ３年 間の 公共 委 託業 務受 注実  

績一覧表（業務名・発注者・内容）を提出して下さい。  
  

（２）低入札価格調査辞退届出（様式１－３号）  
 
 

２  留意事項  
 （１）回答書を提出した場合  

後日、事情聴取（ヒアリング）を行います。事情聴取の日時、場所等は

別途連絡します。  
 （２）低入札価格調査辞退届出を提出した場合  
   低入札価格調査を終了します（入札は無効となります）。  
   なお、本届出の提出により無効となった場合でも、不利益な取り扱い

を受けることはありません。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１－２号  

回 答 書  

工 事 番 号  第                  号  

委 託 業 務 名  
 
 

発 注 課 ( 所 ) 名  
 
 

会 社 名  
 
 

回答者職氏名  
 
 

入 札 年 月 日  
 

年   月   日  
 

入札額 (消費税

及 び 地 方 消 費

税を除く額 )  

 
                 円  
 

 

回     答  
①当該価格により入札した理由  ※積算内訳書を添付  
（入札価格及び県の仕様書（金抜き設計書）に対応するもので、再委託予定

部分を明示したものを作成し添付すること。）  
 
 
 

②－ア会社及び配置予定技術者の手持業務の状況（入札時現在の状況）  
・会社の手持業務状況  
・技術者の保有状況及び配置状況  
・管理技術者の手持業務数  
・照査技術者の手持業務数  

②－イ配置予定技術者の保有する資格・経歴  
・管理技術者が保有する資格・経歴  
・照査技術者が保有する資格・経歴  

  

本件責任者：氏名         連絡先   
担  当  者：氏名         連絡先   



 

②－ウ業務計画の内容及びその具体的な実施体制（別紙可）  
・当該業務を遂行する上での課題、着眼点と問題解決のための手段や設計手

法、工程管理等についてのコメント  
・概略の業務工程（個別業務の必要日数、技術者の拘束日数等）  
・概略の照査計画（照査を行う業務の節目、時期、内容等）  
・業務組織計画（設計業務：管理技術者及び照査技術者と実務担当者並びに

担当部門の組織図）  
（ 測 量業 務： 主 任技術 者 及び 測量 担 当者と 担 当部 門の 組 織

図）  
（地質調査：作業責任者及び作業の班編制とその内容）  

・想定される成果品量（図面の種類と枚数、報告書の予定ページ数等）  
・業務に使用する主な基準書、図書類等  

②－エ手持（調達）測量機材等の状況  
・手持機材の有無及び概要  
・調達機材の有無及び概要  

②－オ労務員の具体的供給見通し  
・労務員及び業務に係る拘束日数、労務単価の根拠（過去３月分の支払い給

与実績等が確認できる給与明細又は労働基準法第 108 条の規定に基づく賃

金台帳の写し等を添付）等  

②－カ過去に受注した同種業務の履行実績（委託業務名及び発注者名、別紙    

可）  

②－キ業務を再委託する場合、その内容、金額、再委託予定業者名  
・再委託内容、再委託予定業者名、入札者との関係  
・調達資材、調達予定業者名、入札者との関係  
・再委託業者の見積書に係る労務費について、その再委託業者が労務者に支

払 っ た 給 与 の 実 績 が 確 認 で き る 過 去 ３ 月 分 の 給 与 明 細 又 は 労 働 基 準 法 第

108 条の規定に基づく賃金台帳の写し等を添付すること  
②－ク経営状況  
・過去２年間の決算報告書  
・取引金融機関名  
 
 



③その他  
 
 
 
④調査のために特に回答を求められた事項  
 
 
 
 
 
 
以上相違ありません。  
 
 
     年   月   日  
 
 
                        商号又は名称  
 
                        代   表   者                               
 

 
※１  貴 社 の 積 算 内 訳 書 が 県 の 設 計 書 に 対 応 し て い な い 場 合 は 、 県 の 設 計 書 に 対

応 し た 内 訳 書 を 作 成 し 、 添 付 す る こ と 。  

ま た 、 必 要 に 応 じ て 、 再 委 託 業 者 の 見 積 書 の 写 し を 添 付 し て 下 さ い 。  

※２  貴 社 の 最 新 の 事 業 報 告 書 の 写 し 及 び 過 去 ３ 年 間 の 公 共 委 託 業 務 受 注 実 績 一

覧 表 （ 業 務 名 ・ 発 注 者 ・ 内 容 ） を 添 付 す る こ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第１－３号  

 

 

 

低入札価格調査辞退届出 

 

 

     殿  

年  月  日  

 

住     所                        

商号又は名称                       

代 表 者 氏 名            

 

業務名： 

 

 

上記について、  年  月  日付け 第  号にて通知を受けた入札

価格に係る調査について、回答書を提出しないことを届け出ます。 

この結果、低入札価格調査が中止となり、入札が無効と取扱われる

ことについても、異存はありません。 

 

  

本 件 責 任 者 ： 氏 名         連 絡 先   
担  当  者 ： 氏 名         連 絡 先   



様式第２号（部委員会用） 

 

低入札価格調査対象業者落札決定伺い 
 
                                                                                                年    月  日      土木部          課 
 

会長 副 会 長 委               員 
土木 
部長 

次長 次長 都市 
局長 

港湾 
振興 
監 

監理 
課長 

用地 
課長 

検査 
指導 
課長 

道路 
建設 
課長 

道路 
維持 
課長 

河川 
課長 
 

港湾 
課長 
 

営繕 
課長 
 

都市 
計画 
課長 

都市 
整備 
課長 

下水 
道課 
長 

建築 
指導 
課長 

住宅 
課長 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
１  当該委託業務の概要 
 

（１）  委託業務名 
 
 
（２）  内   容 
 
 
（３） 落札業者、調査基準価格及び落札価格 

 
 
 
２  調査の結果、適合した履行がされると認められる理由 
  



様式第２号（所委員会用） 

 

低入札価格調査対象業者落札決定伺い 
 
 

年    月  日                 所 
 

会 長 副会長 委               員 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

                                                                   
 
 
１  当該委託業務の概要 
 
  （１）  委託業務名 
 
 
  （２）  内   容 
 
 
  （３） 落札業者、調査基準価格及び落札価格 
 
 
 
２  調査の結果、適合した履行がされると認められる理由 
  



様式第３号 
低入札価格調査表 
工 事 番 号   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑧ 関係法令、仕様書等に違反する事項はないか。 
特に注意した法令等： 

 

適 
 

不 適 
委 託 業 務 名  
調 査 基 準 価 格           入札価格  
調 査 年 月 日  ⑨ 調査に対する合理的な説明があったか。 

 
 

適 
 

不 適 
調査対象業者名  
調査応諾者職氏名  
調査実施者職氏名  

判 断 事 項  判断 ⑩ 発注者が求めた全ての資料の提出（提示）があったか。 
適 
 

不 適 
① 各種調査資料が全て提出されているか。 
 
 

適 
 

不 適 
② 積算内訳書と、その他調査資料の記載内容が整合しているか。 
 
 

適 
 

不 適 

○ その他 
 
 

 
 
 
 ③ 企業努力、適正な見積りに基づく公正な価格競争の結果である

か。 
      確認の視点 

・ 
・ 
・ 

適 
 

不 適 
≪入札担当課の判断≫ 
□ 契約の内容に適合した履行がされると認める（当該業者を落札者とする。） 
□ 契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認める（次順位者を、 
 落札者とするか、又は低入札価格調査対象業者とする。）。 
      ＜理由＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        年 月 日 
                                             ○○課（所）長   
 

④ 業務の手抜き等による品質の低下、再委託業者へのしわ寄せ、    
労働条件の悪化、安全対策の不徹底につながる恐れはないか。 

      確認の視点 
・ 
・ 
・ 

適 
 

不 適 

⑤ 入札金額の積算に係る数量が、設計数量を満たしているか。 
 
 

適 
 

不 適 
⑥ 配置予定技術者が、県の仕様書を満たす資格者等であるか。 
   確認した資格： 
 

適 
 

不 適 
⑦ 機材について、設計仕様等に適合した品質・規格を満足して  

いるか。 
   確認した機材等： 

適 
 

不 適 



様式第４号  
第       号  

 年   月   日  
 
 
         殿  
 
 
                                           茨城県土木部○○課（所）長  
 
 
                       入  札  結  果  通  知  書  
 
 

   年  月  日に入札を執行し開札の結果、落札の決定を保留していた下

記の業務について、調査の結果、   年  月  日付けで貴殿に落札決定した

ので、通知します。  
 
 
                                   記  
 
１  工事番号  
 
 
 
２  委託業務名  
 
 
 
 
 
  



様式第５号  
第        号  

年   月   日  
 
 
         殿  
 
 

茨城県土木部○○課（所）長  
 
 

入  札  結  果  通  知  書  
 
 

   年  月  日に入札を執行し開札の結果、落札の決定を保留していた件

について、調査の結果、下記のとおり決定したので、通知します。  
 
 
                                   記  
 
１  工事番号  
 
 
２  委託業務名  
 
 
３  落札業者名  
 
 
４  落札金額  
 
 
５  落札決定日  
 
 
 



様式第６号  
第        号  

        年   月   日  
 
 
 低入札価格審査委員会長  殿  
 
 
                                                  ○○課（所）長  
 
 

低入札価格審査委員会での審査について  
 
 

   年  月  日に入札を執行した下記の業務については、調査の結果、契

約の内容に適合した履行がされないおそれがある（ない）と思料されるので、

別紙のとおり低入札価格調査表を提出し、低入札価格審査委員会での審査を求

めます。  
 
                                   記  
 
１  工事番号  
 
 
２  委託業務名  
 
 
３  調査対象業者名  
 
 



様式第７号  
第        号  

年   月   日  
 
 
 ○○課（所）長  殿  
 
 

低入札価格審査委員会長  
 
 

低入札価格審査委員会での審査結果について  
 
 

   年  月  日 付 け  第    号 に よ り 審 査 を 求 め ら れ た 下 記 の 業 務 に

係る低入札価格審査委員会での審査結果は、下記のとおりです。  
 
                                   記  
 
１  工事番号  
 
 
２  委託業務名  
 
 
３  調査対象業者名  
 
 
４  審  査  結  果  
 



様式第８号（部委員会用） 
 
                              低入札価格調査対象業者非落札決定伺い 
 
 
                                                                                                年    月  日      土木部          課 
                                                                                                                                                 

会長 副 会 長 委               員 
土木 
部長 

 

次長 
 
 

次長 
 
 

都市 
局長 
 

港 湾
振興 
監  

監理 
課長 
 

用地 
課長 
 

検査 
指導 
課長 

道路 
建設 
課長 

道路 
維持 
課長 

河川 
課長 
 

港湾 
課長 
 

営繕 
課長 
 

都市 
計画 
課長 

都市 
整備 
課長 

下水 
道課 
長  

建築 
指導 
課長 

住宅 
課長 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
１  当該工事の概要 
 
  （１）  委託業務名 
 
 
  （２）  内   容 
 
 
  （３） 非落札対象業者、調査基準価格及び入札価格 
 
 
 
２  調査の結果、適合した履行がされないおそれがあると認められる理由 
 
 
  



様式第８号（所委員会用） 
 
                              低入札価格調査対象業者非落札決定伺い 
 
 
                                                                                                年    月  日   土木部         所 
 

会 長 副会長 委               員 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

                                                                   
 
 
１  当該委託業務の概要 
 
  （１）  委託業務名 
 
 
  （２）  内   容 
 
 
  （３） 非落札対象業者、調査基準価格及び入札価格 
 
 
 
２  調査の結果、適合した履行がされないおそれがあると認められる理由 
 
 



様式第９号 
第     号 
年 月 日 

 
         殿 
 

茨城県土木部○○課（所）長  印 
 

入札価格に係る調査について 
 
   年 月 日に入札を執行し開札の結果、落札の決定を保留していた○○○○○業

務委託について、先に調査を実施した者を落札者としないことに決定しました。ついては、

貴社の入札した入札価格が、調査基準価格を下回っていますので、下記により書類を作成し、 

年 月 日までに提出して下さい。 
 

記 
 
１ 提出資料 
 下記（１）、（２）のいずれかの書類を提出して下さい。 
 （１）回答書（様式１－２号） 

次の調査項目の順に回答して下さい。 
① その価格により入札した理由 
② 当該業務の実施に当たって、貴社がその価格で実施可能であるとしていることに

ついて、次の観点から回答して下さい。 
ア 会社及び配置予定技術者の手持業務の状況 
イ 配置予定技術者の保有する資格・経歴 
ウ 業務計画の内容及びその具体的な実施体制 
エ  手持（調達）測量機材等の状況 
オ 労務員の具体的供給見通し 
カ  過去に受注した同種業務の履行実績（委託業務名及び発注者名）  
キ 業務を再委託する場合、その内容、金額、再委託予定業者名 
ク 経営状況（過去２年間の決算報告書、取引金融機関名） 

③ その他②以外の特別な理由により、市場価格より低い価格で当該業務が履行でき

る理由があれば、その理由を回答して下さい。 
④積算内訳書（見積書） 

貴社の積算内訳書が県の設計書に対応していない場合は、県の設計書に対応した内



訳書を作成し、提出して下さい。 
また、必要に応じて、再委託業者の見積書の写しを添付して下さい。 

⑤事業報告書等 
貴社の最新の事業報告書の写し及び過去３年間の公共委託業務受注実 績一覧表（業

務名・発注者・内容）を提出して下さい。 
  
（２）低入札価格調査辞退届出（様式１－３号） 
 
 

２ 留意事項 
 （１）回答書を提出した場合 

後日、事情聴取（ヒアリング）を行います。事情聴取の日時、場所等は別途連絡しま

す。 
 （２）低入札価格調査辞退届出を提出した場合 
   低入札価格調査を終了します（入札は無効となります）。 
   なお、本届出の提出により無効となった場合でも、不利益な取り扱いを受けること

はありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１１号 
第       号 
 年  月  日 

 
 
         殿 
 
 
                                                茨城県土木部○○課（所）長 
 
 

入 札 結 果 通 知 書 
 
 
    年 月 日に入札を執行し開札の結果、落札の決定を保留していた下記の業務に

ついて、調査の結果、契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認め、貴殿を落札

者に決定しないこととなったので、通知します。 
 
 

記 
 
１ 工事番号 
 
 
 
２ 委託業務名 


